第５回国連改革ＰＦ　午前全体会　議事録案　As of Oct 16, 2007


第５回　国連改革に関するパブリックフォーラム

２００７年８月１日（水）三田共用会議所

はじめの全体会

総合司会　上村英明（国連改革に関するNGO連絡会／市民外交センター）

冒頭挨拶

高須幸雄（国連代表部特命全権大使）

　紛争・戦争の形態が大きく変わり、国家間ではなく、人間の間の戦争？、アイデンティティなどに基づく武力紛争が発生している。一方で、グローバル化の進展により、もの、人、知恵が自由に行き交うなか、環境問題に代表されるように国境を越えた地球規模の課題が深刻化してきた。

　こうしたなか、安全保障についての考え方が変わってきた。国が国民や領土を守るというだけでは不十分で、安全保障は、軍事的であるばかりでなく経済的、社会的なものの含み、国家と同時に人間を基盤にした安全保障が追求されなければならない。こうした人間の安全保障という考え方に対する関心が高まっている。

　そして、グローバル・ガバナンスに関心が集まっている。すなわち、世界的な課題を誰がどうやって管理し、効果的に対応するか。この点で、政府だけでなくＮＧＯや学術、企業、民間セクターも重要である。その意味から、このフォーラムは非常に重要である。

　２００５年以降、国連改革についてさまざまな進展があったが、不十分である。国連は、今の世界の課題に十分に対応できていない。市民社会の声をどう反映するか。十分でない。安全保障理事会も、古い安全保障の考え方に基づき、核兵器を持っている５カ国が独占している、非核国の大国、日本のような国が存在し、議論に参加し責任をもつということが実現していないのは残念である。

　平和構築委員会に期待をしている。平和構築委員会の議長を１年間日本が行う。議長国のときに、平和構築の中で日本が人間の安全保障の視点で実績を上げたい。

　気候変動についても、国連の場であまり十分に議論されてこなかった。途上国をどう取り込むのか、人間の安全保障という観点から気候変動についても論議したい。この問題については、国連で来月ハイレベル会合が開かれる。

　このフォーラムは、政府の側がこうやっているという説明をするだけでなく、市民の皆さんとの貴重な意見交換の場であり、積極的にご活用いただきたい。

上村英明（国連改革に関するNGO連絡会／市民外交センター）

　本フォーラムは、NGO連絡会と外務省が2005年に手作りで始め、今回で5回目を迎えた。年２回の開催では、1回目は専門的な分科会を重視し、2回目は広範な参加者により開かれたものを目指している。3月に続く、今回は、その点、企業を含む市民社会、在京の大使館などにも広報を行い、より広い層からの参加に力を入れた。この点、発言者には、できるだけ優しい言葉で分かりやすく話す努力をお願いしたい。
　同時に本フォーラムは、違う立場の方々が緊張感をもちながら建設的に対話を行う場である。前回3月に、NGO連絡会は「公正な多国間主義」などを掲げた提言「2007・日本の国連政策の優先課題－第4回国連改革に関するパブリック・フォーラムへのNGO提言」を発表しており、配布資料にあるよう今回もこれを踏まえ、議論を建設的に行い、そうした積み重ねの中でこそフォーラムの価値を高められると信じている。

　最後に、今回は地球環境問題に焦点を当てることにした。そして、本フォーラムでは、地球環境問題を、天災と人災の相互関係、それを引き起こした原因はどこにあるのか、そして誰にどのような犠牲がもたらされているのかという複合的な側面を、開発、平和構築、軍縮、人権の諸観点とリンクさせて論議していきたい。

基調講演

気候変動担当政府代表・地球環境問題

西村六善大使

　気候変動枠組み条約を中心として、温暖化問題でさまざまな論議が始まっている。国際的な枠組みについて、Ｇ８サミットでも話されている。アジアの地域的エネルギー技術の開発、促進の観点では、ＡＰＥＣの枠組みでも大きくとらえられる。

　５月にブッシュ大統領が　１５カ国でこの問題を解決しようと提案した。国連の枠組みの中では話がまとまらないのではないかという、国連での論議に対する不満、フラストレーション、苛立ちといったものが、このブッシュ提案の背景にあるのだろう。

　しかし、開発途上国から見た場合、１５０年以上にわたる先進国のいわば環境に対するフリーライド（ただ乗り）の上に現在の状態がある。日本国自身にも先進国の一部としての責任がある。

　一方で、中国はいまやアメリカを抜いて温暖化ガスを排出しているという計測もある中、先進国の歴史的責任からだけ論議するわけにもいかない。理念だけの議論では解決できない。

　１５カ国で行うというような米提案もあったが、最終的には国連で論議されるべきことであろう。国連のような普遍性のあるところでこの問題を解決していくことは重要である。

　途上国のメンタリティも変わってきており、新しい動きも出てきている。南アのような国は新しい行動を途上国自身もやらなくてはいけないと言っている。ブラジルやメキシコも支持をしている。新しい機運が起こる中、インドや中国が鍵を握る。インドは原理的な立場だが、中国は次第に変わりつつあるという印象がある。

　日本は自分の座標軸をしっかりと持つべきだ。日本はこれまで国際平和への実態的に貢献を世界に示してきており、そのことが日本に対する国際的な評価になった

　温暖化問題でも同じである。欧州諸国が力をなしているのはきちんとした数値を示していることである。日本の排出量は世界全体のたった４パーセントで、それよりも１５パーセントもはき出している米国や中国にやらせるべきだという主張も分かるが、日本自身が自分たちの方針を決めるべきではないか、そういうことを日本がやってこそ発言力は高まるのではないか

　これは、温暖化対策のためだけでなくエネルギーの問題である。日本が今後３０年、４０年、どのようにエネルギーを確保していくのか。やるべきことは、日本自身がどうしていくことが自分たちで決める必要がある。

パネルディスカッション

司会

日本国際ボランティアセンター　高橋清貴

パネリスト

１．環境エネルギー研究所　大林ミカ

　「２度以内」を達成するには、２０１５年までに削減に転じ、２０５０年で半減させる必要がある。国内政策を変えるためのアドボカシーキャンペーンが必要だ。

２．外務省国際協力局気候変動室長　久島直人

　今後の国際交渉に関して政府としての見方を話したい。

　ポスト京都議定書（２０１２年以降）の将来枠組みをどうするのか。皆で考えなければならない。それは国連の場で考えて決めなければならない。年末のバリの会議がそれだと言うこともできるし、すでにその話し合いは始まっているとも言える。

　これらの話し合いがうまくいっていないのは、まずは米国、そして、中国とインドという主要排出国である。ブッシュ大統領の５月の演説は議論に積極的に参加するようになったという意味では歓迎だ。米、中、印、日、欧が一致できる内容が作れるのか。「共通だが差異ある責任」という概念があるが、先進国か途上国か２つに１つというような論議はよくない。差異のあり方にもっと工夫があってよいであろう。国連交渉では途上国は一枚岩になる傾向があるが、今後は違いが出てくることがあるのではないか。

　バリの会議をはじめ、Ｇ８や、米国が言い始めた会合など、さまざまな場がある。最終的な国連の枠組み条約の場で、２０１３年までに発効に至ればよいのではないか。

３．株式会社リコー　社会環境本部環境経営推進室　室長　則武祐二

　リコーの取り組みの考え方を紹介したい。自然・社会・経済活動のバランスがなければ企業も成り立たない。環境経営という考え方を打ち出している。環境対応→環境保全→環境経営と発展してきた。

　高い目標を掲げた環境保全が企業の経営の足を引っ張るようなことでは、それが経営のプラスになる（コストダウンも含めて）ような活動にしなければならない。それが環境経営の考え方である。

　２０５０年までの長期環境ビジョンをまずたてて（人口推移予測、途上国および先進国の発展、環境負荷などを考慮に入れて、先進国は統合環境影響を８分の１にしなければならないということをリコーとして考える）、そこからさかのぼって中期計画を立てる。

　すべての領域が環境への影響をもっており、環境のライフサイクルアセスメントを行っている。たとえばコピー機の省エネ。待機電力をいかに小さくするか、待機状態から以下に早く立ち上げるか、といった技術開発である。

　高い目標を掲げることによって大胆な改善を進めることになる。それらの活動はコストダウンを伴う。生物多様性、風力発電、森林保全社会貢献プログラム　ＮＰＯとのパートナーシップに取り組んでいる。

４．佐久間智子

　経済のグローバリゼーションが環境や社会に与える影響を考えてきた。食糧を通じてエネルギー消費のあり方を考えたい。

　日本は４パーセントしか排出していないといったが、世界人口の２パーセントが４パーセントを排出しているという意味では「わずか」とは言えない。過小評価はできない。その４パーセントが私たちの消費全体を表しているか。私たちの消費は、海外から輸入されたものに頼っている。途上国で排出されているとカウントされるもののかなりのものが先進国の消費に向けられている。中国の話が出るが、中国のCO2排出のどれだけが中国人のための消費に使われているのか。それは米日欧の消費につながっている。

　日本の食糧生産・加工・流通への投入エネルギー量を考えるべきである。

　世界貿易における多くを日本が輸入している。フードマイレージに関して、日本は世界で飛び抜けて高い。それだけの輸送燃料を意味する。国際物流がこれ以上広がっていくことをどう考えるのか。環境を破壊してやってきた食べ物が安く手に入ってしまう現状、また、肥料のほとんどが化石燃料によって作られている現状をどう考えるか。有機農産物は環境にいいと思われているが、輸入品である場合には、環境負荷は大きいということをどう考えるか。

　気候変動問題をきっかけに、旬のものを食べる、地産地消がいいということを考えるべきではないか。その観点で、農業分野を含む貿易自由化の政策を今後どう考えていくのか、問題提起をしたい。

フロアからの質疑と応答のなかでは、

· 「温暖化」だけでなく「気候変動」ととらえる必要性

· 日本としての政策を積極的に打ち出していく必要性

· 国連では、全会一致という縛りがあって、議論が遅いのではないか

· しかし国連以外にほかに現実的な場はない。皆がそろって議論するという場を保持しながら、一部が先進的な取り組みはやることがあってよい

といった論点が示された。
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